
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

盤塑墨劃二塾型L_止上堕童塗

1 事業の成果

団体設立から24年、居宅介護事業者として 20年目になりました。新型コロナウィルスも第 8波の感

染拡大はありましたが影響は限定的で、前年度に比べると、特に移動支援の利用が増えました。利用者

が在宅や地域の中で生活することに必要不可欠な、居宅介護、重度訪問介護、共同生活援助、相談支援

事業につきましては、元々コロナの影響はあまり受けておらず、令和 4年度も安定していました。移動

支援の利用が回復してきたこと、渋谷区に新たに開設したグループホームを通年で運営したことにより

増収となり、令和 4年度は黒字決算となりました。

また、肝心のサービス提供自体に関しても大きな トラブル等はなく、それぞれの目的を達成している

ことを報告します。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に関わる事業 (事業費の総費用 【 226,394】 千円)

定款に記載さ

れた事業名
事業内容 日時 場所

従事

者の

人数

受益対象者の

範囲

受益対象

者人数

支出額

(千円)

障害者総合支

援法に基づく

障害福祉サー

ビス事業

知的障害者及び

児童居宅介護事

業

重度訪問介護事

業

随時 契約者宅 30人

サー ビス提供

の契約 を した

知 的 障 害 者

(児 )

20メJlヶ

月

24,010

知的障害者共同

生活援助・介護

事業

随時
目黒区

渋谷区
25人

両区在住の知

的障害者

20人

79, 948

短期入所事業 随時
世田谷区

渋谷区
2人

サー ビス提供

の契約 を した

知 的 障 害 者

(児 )

20 人ノ1

ヶ月
6, 876

移動支援事業 随時 関東近県 80人

サー ビス提供

の契約 を した

知 的 障 害 者

(児 )

180 人 ノ1

ヶ月
76, 679



障害者総合支

援法に基づく

一般・特定相

談支援事業

特定相談支援事

業
随時 主に都内 5人

サー ビス提供

の契約 を した

知的障害者

185人

29, 190

児童福祉法に

基づく障害児

相談支援事業

障害児相談支援

事業
随時

主に

目黒区
3人

サー ビス提供

の契約 を した

知的障害児

25人

1

知 的 障 害 者

(児 )短期宿

泊援助事業

目黒 区 委 託 事

業 0シ ョー トス

テイ

随時 目黒区 15人

目黒 区内在住

の知的障害者

(児 )

1人/1日

6,434

知 的 障 害 者

(児)自 主事業

制度に基づかな

い介護事業
随時

目黒区

その他
5人

サー ビス提供

の契約 を した

知 的 障 害 者

(児 )

5人ノlヶ

月
2 727

知 的 障 害 者

(児)移動支

援従事者養成

研修事業

移動支援従事者

養成研修を主催

7

3

月

月
目黒区 5人

都 内全域のヘ

ルパー希望者

14人

173

知 的 障 害 者

(児 )地域生活

啓発事業

成人余暇活動

ボランティア活

動、広報紙発行

随時
目黒区

その他
5人

サー ビス提供

区域 内の知的

障害者 (児)と

関係者

300 人ノ1

回
351



202がF度

令和4年 (2022年 )4月 1日 から

活動計算書

令和5年 (2023年 )3月 31日 まで

単位 :円

科
日

【 金 額

510,000

429,000

2,181,000

9,607,137

11,441,360

77,082,549

4,983,315

79,399,573

26,224,288

1,095,084

7,966,050

2,677,500

382,500

777,000

7,913,504

150,689

Ａ
〉

４
ニ

220,476,856

2,181,000

9,073,004

151,150

939,000

232,821,010

92,440,751

5,351,880

226,520

54,735,260

14,643,059

2,330,700

5,979,475

526,197

7,959,814

4,070,310

0

I 経常収益

1受取会費

正会員受取会費

賛助会員受取会費

2受取寄附金

受取寄附金

3事業収益

居宅介護事業収益

重度訪問介護事業収益

共同生活援助事業収益

短期入所事業収益

移動支援事業収益

障害者総合支援法に基づく

一般・特定相談事業

児童福祉法に基づく障害児相談事業

短期宿泊事業収益

自主事業収益

4受取補助金等

受取国庫助成金

受取地方公共団体助成金

受取地方公共団体補助金

5その他収益

雑収入

受取利息

経常収益計

Ⅱ 経常費用

1事業費

(1)人件費

給料手当

雑給与

諸謝金

支払介護料

法定福利費

退職給付費用

通勤交通費

福利厚生費

処遇加算支払

その他加算金支払

退職共済掛金

人件費計 188,263,966



1単位 :円

科
日

【 金 額

2,259,400

167,000

20,000

716,646

2,062,312

1,107,716

4,591

1,028,195

61,210

1,774,498

18,512,134

2,409,298

1,536,806

913,840

3,000

290,582

10,841

157,999

3,930,510

675,897

487,796

38,130,271

491,320

76.500

567,820

7,637

479,521

86,306

13,484

3,528

27,780

213,500

2,800

13,000

92,038

147,250

0

1,086,844

226,394,237

1,654,664

228,048,901

4,772,109

4,772,109

170,000

4,602,109

110,264,538

:期繰 選 上 休 用 圧 4

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増加額

前期繰越正味財産額

その他経費計

人件費計

その他経費計

業務委託費

会議費

渉外費

旅費交通費

通信費

消耗品費

日用品費

事務用品費

修繕費

水道光熱費

地代家賃

リース料

減価償却費

保険料

議会費

研修費

行事費

備品費

支払共益費

施設共益費

雑費

事業費計

2管理費

(1)人件費

雑給与

福利厚生費

(2)その他経費

会議費

旅費交通費

通信費

消耗品費

事務用品費

水道光熱費
地代家賃

保険料

諸会費

雑費

租税公課

行事費

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益

経常外収益計

経常外費用

経常外費用計

114,866,647



貸借対照塞
令和 5年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 たんぽぽの会

科 目 金 額
I 資産の部

1.流動資産

現金預金

事業未収入金

未収金

棚卸資産

前払費用

流動資産合計

2.固定資産

(1)有形固定資産

構築物

車両運搬具

什器備品

建物付属設備

建設仮勘定

減価償却累計額

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

長期前払費用

退職給付引当資産

開業費

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部

1.流動負債

未払金

未払法人税等

未払給与

前受金

預 り金

流動負債合計

2.固定負債

長期借入金

長期未払金

退職給付引当金

固定負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

44,245,971

30,973,497

528,416

28,000

1,530,000

372,600

653,517

5,139,761

16,570,670

70,400,900

△  13,928,798

77,305,884

91 1 362

10,925,5'

1 41 246

53,547,

11 647

79,208,650

0

1,425,000

_  12,740

10,035,160

426,812

11,899,712

2,465,871

170,000

5,367,563

710,000

2,212,145

40,600,000

151,200

1,870,820

110,264,538

4,602,109

168.414,246



邊隆E盪襲重毘

1.重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法人会計基準(2010年7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)に

よっています
・
。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準は、最終仕入原価法によっています。

(2)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法又は旧定率法で償却をしています。

ただし、平成10年4月 1日 以後に取得した建物 (付属設備を除く)については旧定額法、平成19年4月 1日 以後に

取得した建物 (付属設備を除く)については定額法、平成28年4月 1日 以後に取得した建物付属設備及び構築物

については定額法で償却をしております。

(3)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込経理方式によっています。

2.事業別損益の状況

事業別損益の状況は、別紙添付資料の通りです。

3.固定資産の増減内訳

(注)「車両運搬具」取得と「器具備品」減少は、科目区分訂正によるもので実際の取得減少はありません。

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

建物付属設備

構築物

車両運搬具(注)

器具備品 (注 )

16,570,670

372,600

210,300

5,131,378

443,217

451,600 443,217

16,570,670

372,600

653,517

5,139,761

8,212,182

249,077

653,517

4,814,022

8,358,488

123,523

0

325,739

合  計 22,284,948 894,817 443,217 22,736,548 13,928,798 8,807,750
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令和4年度 (2022年 )財産目録

令和5年 3月 31日 現在

科 目。摘 要

77,305,884

91,108,362

10.925.579

13,459,292

40,600,000

151,200

1,870,820

ZIゝ 13,928,'

０
０

12,|

537,882

5,139,761

653,51

31

10,035,1

15,511

2,295,61

5,527

14,

13,328,11

1,014,510

1,227,168

142,689

81,504

170,000

5,367,563

710,000

2,212,145

2,471,513

362,572

1,832,

880,

42.622.020

114,866.647

I 資産の部
1流動資産

現 金

普通預金

未払法人税等

未払給与

前受金

預り金

2固定負債

長期借入金

長期未払金

退職給付引当金

負債合計
正味財産

正味財産合計

ゆうちょ銀行

みずほ銀行都立大学駅前支店

みずほ銀行祐天寺支店

三菱U可銀行学芸大学駅前支店
三井住友銀行学芸大学駅前支店

郵便振替口座

ゆうちょ銀行

郵便振替口座―日黒碑文谷四店

郵便振替口座―目黒店

講習用テキスト28冊

国民健康保険団体連合会

東京都 移動支援他

東京都 共同生活加算

利用者負担金他

共益費不足分未徴収金 利用者
4月 分前払家賃 5件

3月 分社会保険会社負担金
3月 分賞与社会保険会社負担金

労働保険精算金
アスクル

法人住民税 渋谷都税事務所
ヘルパー3月 分給与
4月 生活寮家賃他

預り源泉所得税・住民税他

流動負債合計

理事 建設費借入金
オリックス腑 LED照明割賦金

東社協 退職金共済(R4年度より計上)

固定負債合計

棚卸資産

事業未収金

未収金

前払費用

Ⅱ 負債の部
1流動負債

未払金

2固定資産

(1)有形固定資産

構築物

車両運搬具

什器備品

建物付属設備
建設仮勘定   碑文谷一丁目建設費

減価償却累計額

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

長期前払費用  オリックス腑 LED照明 割賦手数料
退職給付引当資産 東社協 退職金共済契約者掛金累計額

開業費     碑文谷一丁目建設中経費

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 J泄荒雅εぢF粉濡
=鑑

[!釧蹴昴誦織器理想
所並

生塑壁捌ヨ襲型=上墨菫並塗_______

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□

個

以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入)

氏   名

監事

セキヤショウコ 令和4年4

令和5年

月 1 日

3 月31 日

年  月  日

年  月  日関谷 晶子

９

“
監事

イワサキテイジ 令和4年4

令和5年

月 1 日

3 月31 日

年 月

月

日

日年岩崎 貞二

Ｏ
υ

⌒
里ヽヨノ監事

シマダイゾウ 令和4年4

令和5年

月 1 日

3 月31 日

年

年

月   日

月 日嶋 大蔵

４

‘

⌒

どフ
・監事 =)<it= 令和4年4

令和5年

月 1 日

3 月31 日

年 月

月

日

日年小島 都

Ｅ
Ｄ

ノ
~ヽ

【理事J監事
ー

ハヤカワヒデオ 令和4年4

令和5年

月 1 日

3 月31 日

年  月  日

年  月  日早川 秀雄

´
０ 監事

マルヤマナオ 令和4年4

令和5年

月 1 日

3 月31 日

年

年

月

月

日

日丸山 尚美

７

‥
監事

ワタナベジュンコ 令和4年4

令和5年

月 1 日

3 月31 日

年  月  日

年  月  日渡辺 淳子

０
０

⌒理事(電 Fンラクミツ 令和3年4

令和5年

月 1 日

3 月31 日

年  月  日

年  月  日安柴 美都江

Ｏ

υ 理事 。監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

10 理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_._二塁」型i窒2全__________

氏   名

1

関谷 晶子

2

岩崎 貞二

3

岸井 泰子

4

小島  都

5

嶋 大蔵

6

早川 秀雄

7

丸山 尚美

日

渡辺 淳子

9

安柴 美都江

10

倉橋 由紀子

12


